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【政策ごとの予算額等】

政策評価を受けて、引き続き水害・土砂災害の防止・減災を推進するため、必要所要額を要求した。

政策名

評価方式

623,488,306

補 正 予 算 （ 千 円 ）

28年度

水害・土砂災害の防止・減災を推進する

政策目標の達成度合い 進展が大きくない

135,695,211

601,906,981

△ 42,720,675

64,302,000

番号 4-12

676,557,270

742,536,147

予
算
の
状
況

計（千円）

（注）直近の評価結果が分かる評価書又はそれに準じた評価書を添付すること。

　　執 行 額（千円）

政策評価結果の概算要求への
反映状況

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

政策評価調書（個別票1）

30年度概算要求額

670,505,570

83,890,015

29年度

694,088,573
当 初 予 算 （ 千 円 ）

7,680,567

27年度

総合･実績･事業

616,247,885

584,986,688

760,088,345

602,332,734 586,904,197

26年度

22,060,400
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1 一般 国土交通本省

● 2 一般 国土交通本省

● 3 一般 国土交通本省

● 4 一般 国土交通本省

● 5 一般 国土交通本省

● 6 一般 国土交通本省

● 7 一般 国土交通本省

● 8 一般 国土交通本省

◆ 1

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1

○ 2

○ 3

○ 4

◇ 1

◇ 2

◇ 3

◇ 4

70,153,609 84,171,977

総合流域防災事業費 総合流域防災事業に必要な経費 6,356,600 6,724,000

102,615 102,615

河川整備事業費 河川整備事業に必要な経費 411,725,298 485,288,152

694,088,573

30年度
概算要求額

381,393

102,281,436

16,000

15,123,000

694,088,573

586,904,197

事項

小計

13,438,000

586,904,197

29年度
当初予算額

269,039

84,843,036

16,000

対応表に
おいて●
となって
いるもの

小計

急傾斜地崩壊対策等事業に必要な経費

災害対策等緊急事業推進費

急傾斜地崩壊対策等事業費

河川管理施設整備費 河川管理施設整備に必要な経費

多目的ダム建設事業費 多目的ダム建設事業に必要な経費

予算額

合計

水害・土砂災害の防止・減災を推進する 4-12

整理番号

予　算　科　目

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

対応表に
おいて○
となって
いるもの

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

小計

政策名

政策評価調書（個別票2）

災害対策等緊急事業の推進に必要な経費

水害・土砂災害の防止・減災の推進に必要な経費

項

水害・土砂災害対策費

砂防事業費 砂防事業に必要な経費

政策評価結果の反映に
よる見直し額（削減

額）合計

小計



【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 4-12
（千円）

29年度
当初予算額

30年度
概算要求額

増△減額

0

0

0

0
合計

該当なし

政策評価調書（個別票3）

政策名 水害・土砂災害の防止・減災を推進する

事務事業名 整理番号

予算額

政策評価結果の反映に
よる見直し額(削減額)

政策評価結果の概算要求への反映内容


